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冷 戦 の終 結 は,ヨ ー ロ ッパ審 議 会 及 び ヨー ロ ッパ 人権 条 約 加盟 国 の増 加
を もた ら して い る。 そ の 原動 力 は東 欧 ・中 欧 諸 国 に よ る 加 盟 で あ る。 ま
ず,そ もそ もヨ ーPッ パ審 議 会 の 加盟 国 自体 が急 激 に増 加 し,現 在31力国
で あ る。 最近,加 盟 した 国 を列 挙す る と,ハ ンガ リー(1990年1月),ポ
ー ラ ン ド(91年11月),ブ ル ガ リア(92年5月),エ ス トニア,リ トア ニ ア,
ス ロ ヴ ェ ニア(以 上3力 国は93年5月),チ ェ コ,ス ロ ヴ ァキ ア(以 上2
力国 は93年6月)と な る。 さ らに,ア ル バ ニ ア,ベ ラル ー シ,ク ロア チ ア,
ラ トヴ ィア,モ ル ドヴ ァ,ル ー マ ニ ア,ロ シ ア,ウ クラ イナ の8力 国 が加
盟 を 申請 中 で あ る。 しか も ブル ガ リア(92年9月),ハ ンガ リー(92年11
月),ポ ー ラ ン ド,チ ェ コ,ス ロ ヴ ァキ ア(93年1月)は ヨー ロ ッパ 人権 条
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約 を批准 し,個 人の 申立権(25条)お よび裁判所 の義 務的管轄(46条)を
認め ている。 また,エ ス トニア,リ トアニア,ス ロヴェニアは条約 の署名
は済 ませ てい る(93年5月)。 その背景には ヨー ロッパ審議 会が,1990年
に,東 欧 ・中欧 諸国におけ る人権分野に関する協力 ・援助 プログラムを用
意 し,そ の促進(ヨ ー ロッパ審議 会へ の加盟促進 を含 む)に 努めて きた こ
とに ある。 ヨー ロ ッパ審議会に加盟 した国は,ヨ ー ロッパ人権条約 の加 盟
国 とな る可能性が 高 く,ヨ ー ロ ッパ人権条 約の加盟国は さらに増加す るこ
とが予想で きるΦ。 こ うな って くる と,ま さに ヨー ロヅパ人権条 約は文 字
通 りヨー ロヅパ全域の人権条約 とい うこ とに なる。 さらに 同条 約機 構の活
動状況に 目を転 じれば,委 員会 への申立件数,そ して裁判所 への付託件数
が,近 年,急 激 に増加 してい る。
しか も,単 な る量的 な増加 だけ でな く,身 体の 自由に関 わ る手 続的権利
か ら表現の自由や プライバ シーなど実体的権利 まで多様な事 件について,
内容的 に も注 目を集め,国 内法 に大 きな影響を及ぼ す 判 決 が下 され て い
る。その うえ,個 人の申立権 が ヨー ロッパ人権 委員会 に対 して認め られて
お り,現在 では ヨー ロッパ人権条約機構 で扱われ ている事件 の大半 は,個
人が締約国政府(自 国民 が自国政府 を,と い う場 合が多い)に 対 して条 約
違反 を申し立 てる場合 である。 よって ヨーロ ッパ人権条 約機 構で問題 にな
るのは,国 家 が他 の国家 に対 して 中し立て る国家 間の問題 ではな く,国 内
に おけ る人権侵害問題(と くに 自国民への 自国政府 に よる人権 侵害)で あ
る。 しか も,こ れ を国内の裁判 所においてではな く,そ の先に存在 す る別
の裁判所 で裁判す るととらえれば,国 内の最 高裁判所 に比較 し うる よ うな
存在 に接近 しつつ ある とも言われ るの も当然であ る(2)。その うえ第9議 定
書 が発効すれ ば,事 件に よっては個人が直接 ヨーロ ッパ人権裁判所 に事 件
を付託で きるよ うにな るので,よ りその傾 向が強 まることが予測で きる。
こ うした傾 向が進展すれ ば,重 要 かつ必要 になるのは,ヨ ー ロッパ人権
裁判所の正統性 の確立 であ る。 それには,ま ず ヨー ロッパ人権 裁判所 の下
す判決に関す る統合的理論を確立す るこ とか ら始めなければな らない。そ
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れ は,ヨ ー ロッパ人権 裁判所 が各締約 国に対 して判決の説得 力を高め ると
同時 に,同 判決 に対 す る正 当な批判 の基準 となるものである。各事 件 ごと
に条文 を解釈 ・適用 し,妥 当な解 決をはか る とい うだけではな く,そ の結
論 が正当か ど うかの客 観的 ・合 理的基準 を設定す ることを狙 い とす る。 こ
の ことは,時 に出現す る ヨーロ ッパ人権裁判所の積極主義的(当 該被告国
に とって干渉 的)判 決に対する締約国か らの批判に対 して どの ように対応
す るか とい う問題 も同時に含んでい る。 ヨー ロッパ人権条約 の今後 の着実
な発展 を確保す るため に も必要 な作業 である。 しか も,結 果的には,ヨ ー
ロヅパ地域 の人権 観念 を,具 体的 な事件 を通 した判例 理論に よって具体的
に検討 で きる ことにな る。 さらに,他 の人権条約(と くに 日本 が批准 して
い るものにつ いて)に 対 して も重要 な示唆 を与 えるものであ る。
ヨー ロ ッパ人権 裁判所判例につ いては,「 評価の余地」理 論の 検討 を通
じて,分 類 ・考察 を試 みた ことがある《3)。この場 合には,国 家 の裁量の余
地 を認 めやすい もの と,認 めに くい もの,あ るいは国家の裁量 の余地が ま
った く存在 しない もの とい うように,国 家 の裁量の程度 と有無 を媒 介に し
て,判 決を分類 した(そ の構造は,国 内におけ る司法審 査の場面で,司 法
権 の及ぶ範 囲に関 して,行 政裁量,立 法裁量 を考慮す るの と似た よ うな側
面が ある)。 そ こでは,主 として ヨー ロッパ人権 裁判所が 「評価の余地」
とい う概念 を使 いなが ら,い か に同裁判所 の判決の実効性 を確保 している
か とい うことに注nし た。す なわ ち同裁判所 と各締約国の判断権 限のバ ラ
ンスが絶妙に図 られ るこ とに よって,各 締約国の ヨー ロッパ人権条約への
支 持 を維持 してい る とい うこ とを明 らかに した。言 い換えれ ぽ,ヨ ー ロッ
パ人権条約が ヨー ロッパにお いて実効性 を維持 しているのはなぜ なのか,
とい うことが基 本的視点 であ った。 この視点か ら,国 際人権保障機関が各
締約国の主権 を尊重 しつ つ も,人 権保障 の実効性 を確保す るためには,ど
の ようなス タ ンスをとることが有 効か とい う方 向か ら論 じたので,個 々の
判 決(と くにその内容の是非)に ついて詳細 に批判検討す ることは二次的
であ った。 また,個 々の判決 の具 体的結論の是非について言及 した として
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も,判 例法全体の中に位置づけなが ら,個 々の判決 の結論 の是非 を論 じる
理論 にまでは到達 しなか った。
「評価の余地」理 論自体 は,人 権 の内容 を決定す るわけでは ない。む し
ろ 「評価の余地」 は運用 いか んでは,人 権 の内容につ いては締約 国の裁量
に一切任せ るこ とにな る危険性 を秘 めている。 ただ し,現 段階 では,こ の
評価の余地を限定づ け る理論へ と発展 している。 また認め られ る評価 の余
地の程度は,個 々の人権 の性質 お よび内容 に深 く関連 している④。
そ こで,今 回は,「評価の余地」理論 の検討 を通 じて得 られた結論を生
か しつつ,こ の検討 においては有効 に踏み込め なか った側面,す なわ ち ヨ
ー ロッパ人権裁判所 が保障す る人権 の内容 自体を検討す ること とす る。そ
の際,試 論 として,デ ュー ・プ ロセス(dueprocess)ない しは手 続的公正
(proceduralfairness)とい う概念を軸 として,ヨ ー ロッパ人権裁 判所判
例 を検討す るとい う形 で考察を行 う㈲。本稿で とくに注 目してい るのは,
ヨー ロッパ人権裁判所 が,デ ュー ・プ ロセスない し手続的公正 を,実 体的
権利の保障に関 する判決 にお いて も何 らか の形 で活用 してい る と考 え られ
るのではないか,と い うことであ る。 こうした試みは,ヨ ー ロッパ人権裁
判所判決の体 系的整理 と判例理論 の構築 のため の準備作業 とも言 え よ う。
そ して判決の体系的整理 と判例 理論の構築は,ヨ ー ロッパ人権裁判所の判
決 を批判す るための有効な手段 を確保す ると同時に,逆 に同判決の妥当性
を根拠づけ る論拠 の確保 ともな る。
さらに,も う少 し言 えぽ,各 締約 国に認め られ る評価の余地(裁 量)は,
各締約国間に コンセ ンサスが成立すれ ばす るほ ど狭め られてゆ くものであ
る。 とい うことは,た とえぽ,コ ンセ ンサスが成立 しに くい領域 な ど,「評
価 の余地」理 論では,適 切に扱 えない領域が存在す るか もしれ ない。た と
えぽ,新 しい人権 の領域,特 定の締約国に固有 の人権侵害問題,宗 教的,
文化 的相違 か ら締約 国間に コンセ ンサスが成 立不可能 な領域,国 内で少数
派 に属す る人 々の権利の問題 な どであ る。 この場 合,手 続 的 保 障 の 側面
で,結 果的 に実体的権利に対す る救 済 とな る例 がある。手続的権利 につ い
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ては,締 約国間に一定 の コンセ ンサスが成立 してい る上,コ ンセ ンサ スを
生 じさ せ や す い か ら で あ る(た とえぽ第1議 定書1条 の財産権の保障 と
6条1項 の公正 な裁判 との関係,後 述1.参照)。また,本 来,実 体的 自由
の一 つ として把握 され ている表現 の自由(10条)に関 して も,表 現 の自由
が保 障 している内容か ら,一 種 の手続的保障 として把握で きる側面 を抽出
し,そ の点 に関 して客観的な基 準を見 出せ るか につ いて も検討す る(後 述
3.参照)。
1.狭 義 の デ ュー ・プ ロ セ ス
まず,狭 義の デ ュー ・プロセスない し手続的保障 につ いて,言 い換え る
と刑事,民 事,行 政事件 の裁判 の場に おけ る公正につ いて ヨー ロッパ人権
裁判所 の判例 を概観す る。 ヨー-Ptッパ人権 裁判 所の判 決においては,5条
お よび6条 が中心的位置 を占めている。 これ らは,今 回の検討 の中心 であ
るので少 し詳 し く見 てい く(後 述2.および3.参照)(6)。
条約5条 は,身 体 の 自由お よび安全の権 利を保 障 す る。 具体的には逮
捕 ・抑 留の要件 につ いてかな り詳細 な規定 を備えている。5条1項 は,「法
律の定 め る手続」 に よれ ば,身 体 の自由の制約が認め られ る場合を以 下の
よ うに規定 している。
(a)権限 のあ る裁判所 の有罪の判決後の人の合法的 な抑留
(b)裁判所 の合法 的な命令 に したがわないため,又 は法律で定め るいず
れかの義 務の履行 を確保す るため の人 の合法的な逮捕 又は抑留
(c)犯罪を行 った とす る相当の嫌疑がある とき,又 は犯罪の実行若 しく
は犯罪実行 後の逃亡 を防 ぐために必要 があ ると合理的 に考 えられ ると
きに,権 限のあ る司法機関に連 れて行 く日的 で合法的 な逮 捕 又 は 抑
留
(d)教育上 の監督の 目的のための合法的 な命令に よる未成年 者の抑留,
又は権限のあ る司法機関に連れて行 く日的のための未成年 者の合法的
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な抑 留
(e)伝染病 の蔓延 を防止す るため の合法的 な人 の抑留,精 神異常者,ア
ル コール中毒者,若 し くは麻薬中毒者又は浮浪者の合法 的な抑留
(f)不正規に入国す るのを防 ぐための,又 は退去強制若 し くは犯罪人引
渡 しの手続が なされ ている人の合法的な逮捕 又は抑留
被疑者 の逮捕や有罪判決 を受けた者 の抑留 だけ では な く,上 記 の ようにか
な り様 々な場 合 の逮捕 ・抑留 を含 んでお り,身 体 の 自由の権 利の保障 を制
約 しす ぎないか との疑問があ る(参 照DeWilde,OomsandVersypv.
Belgium)(7)。
他方,5条1項 の逮捕 ・抑留 は 「法 律で定め る手 続」 に基づか なけれ ば
ならない とい う要件は,身 体の 自由の保障の点でか な り効 果 を上 げ て い
る(8)。
5条3項 は,犯 罪 の容疑等 で逮捕又 は抑留 され た者がただちに裁判 を受
け る権利を規定 してお り,こ れ を要 件 として拘留 者の地位改善 が相当図 ら
れ ている。た とえぽ,Broganv.UnitedKingdomでは,連 合王国の テ
ロ リズ ム防止法 に基 づ く4名 の抑留 は5条3項 に違 反す る と判示 した(9)。
5条3項 にい う 「迅速性 」に関 しては解釈 ・適用 における裁量の余地は限
定 されてお り,4名 の抑 留は テ ロ リズムか ら共同体 全体を保護す るとい う
合法的 目的に よる もの であ る とい うことだけ では,5条3項 の要件 を満た
すのに十 分では ない と し た(10)。5条3項と同様 の役割 を果た してい る も
の として,5条2項 も重要 であ る。 同項 は,逮 捕 され る者は,速 やかに,
自己の理解す る言 語で,逮 捕 の理 由及び自己に対す る被疑事実 を告げ られ
る ことを保 障す る川)。
5条4項 は,「逮 捕又は抑留に よって 自由を奪われた者は,裁 判所 がそ
の抑 留が合法 的であ るか ど うかを迅速に決定 す ること及びその抑留 が合法
的 でない場 合には,そ の釈放を命ず ることがで きる ように,手 続 を とる権
利を有す る」 と規定 す る。 同項は,後 述す る少数派の権利保 障のために利
用 されてい る点 で も興味深い(12)。前 述 したDeWilde,OomsandVersyp
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v・Belgiumも,5条1項では救済を得 られ なか った ものの,5条4項 違
反 の認定に よ って救済 され た(13)。
なお,5条 は,最 後に5項 で,5条 の規定 に違反 して逮捕 され又は抑留
された者は賠 償を受け る権利 を有す ることを保障 している。
続いて,6条 は,刑 事手続 の公正 を中心 として,公 正 な裁判を受 ける権
利を保障す る。6条2項 の無罪推定の保障に関 しては,ヨ ー ロッパ人権裁
判所 は確 固た る判例 法を確 立 してい るといえる(④。 また,裁 判所は,刑
事 上の罪に問われてい る者に最低 限の一定 の権利 を保障す る6条3項 を具
体化 して きた。 最低限の権 利(minimumrights)として,次 の よ うな権
利が保障 されて いる。
(a)速やか に,そ の理解す る言語でかつ詳細にその罪の性 質お よび理 由
を告げ られ る ことα5)。
(b)防御 の準備のために十 分な時 間及び便益 を与え られ る こと(16)。
(c)直接 に,若 し くは 自 ら選任 す る弁護人を通 じて防御す る こと,又 は
司法 の利益のため に必要 な場 合に は,弁 護人に対 す る十分 な支払い手
段 を有 しない ときは無料で弁護人を付 され る こと(17)。
(d)自己に不 利な証人 を尋問 し又は これ に対 して尋問 させ るこ と,並 び
に 自己に不 利な証人 と同 じ条 件で 自己のため の証人 の出席及び これ に
対 する尋問 を求め ること㈹ 。
(e)裁判所 において使用 され る言語を理解す る こと又は話す ことがで き
ない場合 には,無 料 で通 訳の援助 を受け ること(19)。
6条 の中で も手続上 の公 正がは っき りと打 ち出 され,本 稿 において重要
なのが6条1項 であ る。刑事 法お よび懲戒 の分野におけ る一 般的保障規定
の よ うな役割 を果 た してい ると言 え る。6条1項 は 「すべ ての者は,そ の
民事上 の権利及 び義 務の決定又 は刑事上 の罪 の決定のため,法 律で設置 さ
れた独立 のかつ公平 な裁判所 に よる妥 当な期間内の公正 な公開審理を受け
る権 利 を有す る」 と規定す る。 この刑事上crimina1の意味については膨
大な判決が存在 す る(20)。裁判所は,criminalの意味 については手続の実
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体か ら決 まるとす る。 そ こで リーデ ィングケースであ るEngelv.Nether-
landでは,懲 戒手続 もcriminalに該当す る と判断 した(21)。Neumeister
v.Austria(22)では,刑 事手続 におけ る両当事者は事件 の審査に おけ る出席
を全面的 に確保 されてい なけれ ばな らない とす る。B6nischv.Austria(2s'
では,専 門家証人 は,両 当事 者か らの尋問 を うけ な け れ ば な らな い とす
る。Barbera,Messegu6andJabardov.Spain(24)では,ス ペ イソの裁判
所 におけ るカタ ロニア主義 者の有罪判決 を6条1項 違反 に基づ き覆 した。
その根拠 として,審 理 の直前に裁判所 の メソバ ーを変 更 した こと,審 理 が
非常に短か った こと,被 告人や公衆 が欠席 してい るところで重要な証拠が
扱われ た ことな どを挙げ る。 これ とは対照 的に,刑 事事件において不法 に
入手 され た証拠 は証拠 として採用 しない とい うア メ リカ流のル ールを導入
す る ことには消極的で ある(25)。
だが,6条 を全体的に把握す るとす るな らば,刑 事手続に とどま らず,
む しろ手 続的権利一般 に関す る条文 としての位置付けが重要 であ る。6条
1項が刑 事的分野 を越 えて適用 され るこ とを考慮に入れ なけれ ばな らない
か らであ る。 これ は条文 上の 「民事上の義務お よび権利 の決定」 の解釈に
関 して問題 とな る。 ヨー ロッパ入権裁判所 の解釈は拡大 傾向にある。具体
的には,民 事契 約上の紛 争(26},離婚手続《27),解雇決定 への不服C28),懲戒訴
訟(29),飛行場 の大気 汚染お よび 騒音 に よる 損害賠償に関す る行政訴訟(30)
などが列挙 で きる。以上 の事件は手続 の遅延delayに関連 して いる。
そ の他,国 内の公的機関 に対 して,同 項の下に,様 々な事件が提起 され
てい る。 た とえぽ,農 場 財産 の譲渡 の承 認㈹,外 国人への土地譲渡の承
認(32),ガスの運搬設備 取付に関す る許可(33),賃貸借契約条項の変更拒否
決定 ㈱,社 会保障給付終了決定《35),年金 給付請求(36),公共輸送許可 の発
給(s7),国内の バ リス ター名簿 への再登 録決定㈹ な どが,「独立 のかつ公正
な裁 判所」 に よって,「妥 当な期 間内」 に,「公正 な審 理」 を受 けた と言 え
るか どうか とい う点で6条1項 が議論 され たのであ る。
と くに,注 目すべ きなのは,ヨ ー ロッパ人権裁判所 は,財 産 の所有権 を
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6条1項 の民事上 の権利に該当す ると判示 して い る こ とで ある(39)。 よっ
て財産権 に対す る侵害は第1議 定書1条 の財産権 の保 障に関わ るだけでな
く,6条1項 の保護を受け ることになる。 しか も,ヨ ーロヅパ人権裁判所
は,議 定書に規定 された直接 的な財産権 の保障を援用す るのには消極的 で
あ るのに対 して,6条1項 の手続的要件 を援用 して申立人で ある財産所有
者を保護す るのには好意 的である と言 って もよい。
た とえば,MatsJacobssonv.Sweden(40)では,申 立人の取得 した財産
に課せ られ てい る建築計画に対す る修正 は,申 立人が 当該財産上 に建物を
建設 した り当該 財産 を分割す るこ とを制 限す るものであった。 申立人は,
ス ウェーデ ン法 は,当 該修正の合法性 について異議 申立を行 うため に裁判
所に アクセスす る適当な手段 を提 供 され てお らず,実 効的救済が欠けてい
る と訴えた。 ヨー ロッパ人権裁判所は,6条1項 の点 では条 約違反 を認め
てい る。 しか し,第1議 定書1条 の点 では,委 員会は,申 立人 の訴えは明
白に根拠不十分 である とし,裁 判所 は,第1議 定書1条 に基 づ く申立人の
主張を審査す る管轄権を有 しない と判示 した 。Sktirbyv.Sweden(41)では,
申立人は,自 然公園に指定 され ていた所有地の一部 に家 とガレージを建築
す る許可を,建 築委員会に 申請 した。 しか しこの申請は,当 該建 築は,現
行 の建築計画に合致 しない との理 由で却下 され た。 ヨー ロッパ人権裁判所
は,6条1項 違反 を判 示 した が,第1議 定書1条 の点 ではや は り審査す
る管轄権 を有 しない とした。
国家,地 方 白治体,そ の他 の公的機関な どが関与す る,以 上 の よ うな事
件 において,当 該機関の決定に対 して,,6条1項 の規制を適用 した ことは
法的には妥当であ る。 しか し,こ うした裁判 が常に公的利益に適 うものか
は別に検討 しなけれ ばな らない問題 であ る。す なわ ち,公 的利益に関す る
考慮は,紛 争解決 をめ ぐる対審的構造 においては行いに くいか らである。
事件が標準的 な刑事訴訟であれ ばあるほ ど,公 正な手続 の実現を貫徹す る
ことが適切 であ る。だが民事法や行政法の領域 につ いて も,刑 事手続の場
合 と全 く同じよ うにいえるか は検討の余地 がある と指摘 され ている(42)。
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2.少 数派に属する人々の保護
ヨー ロッパ人権条約 機構では,少 数派 に属す る人々の保護に関す る事 件
がか な り扱われてい る。 ここでは,少 数派(43)を,政治的に相 対的に弱い
立場に あ り,そ の立場 の脆 弱性 のため に,多 数派 に よる抑圧 を受 けやす い
グル ープ として,一 応緩や かに定義 してお く(鋤。 条 約は,こ の ような不
利 な立場 にあ る人 々の集 団 自体 を特別 に取 り扱 う条文 を有 しては お らず,
集団 としての権利 も認め てはいない。 ヨー ロッパ人権裁判所 も,少 数派 と
しての人権 ない し集 団 としての権利 を判例上認めて はいない。
しか し,少 数派 に属す る人 々の保護 に関す る事件 を,ま とめ て観察す る
な らば,一 定 の特徴が引 き出せ る。 すなわ ちその特 徴 としては,裁 判所 が
手 続的保護 を与え ることに よって,弱 者であ る国内の少数 派に属 す る個人
を保護す ることにな ってい る。 その点 で,手 続上の公正ない しはデ ュー ・
プ ロセスの関連性 が考 慮で きるといえ よ う。条文 としては,主 として,5,
6条お よび8条 が関連 している。
代表的な例 として,囚 人,精 神病患者,そ して児童保護に関 す る判 決を
概観 しなが ら,こ の手 続的保障を与え るこ とに よって救 済を実 現す る方法
について見 て い く㈹ 。 なお,他 に,同 性愛 者,性 転換者,移 民,非 嫡 出
子 など も,こ のカテ ゴ リーの中 で考 えるこ とがで きよ う。
(1)囚 人
まず リーデ ィング・ケース として知 られ るGolderv.UnitedKingdom《46)
では,申 立人Golderは,イギ リス国内 の刑務所に囚人 として収 監 され て
いた際に受け た取扱に関 して刑務所 職員 を名誉殿損Gibel)で訴え ること
を考 えた。 しか し当局は こ うした訴訟を提起す るために申立人が ソリシタ
ーと相談す る許可 を与 えなか った。 申立人は釈放後,ス トラス ブールへ申
し立 てた。 ヨーロ ヅパ人権 裁判所 は,8条1項 に規定す る通信の尊重を受
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け る権 利を認める と同時に,6条1項 に よって認め られ る裁判所に ア クセ
スす る権 利に も違反 している とも判示 した(4?)。
興味深い点は,6条1項 は,訴 訟において当事者 に付与 され る手続的保
障 を詳細に規定す るだけではな く,こ うした保 障が受け られ るためには,
まず 裁判所に ア クセスす る権利 を認め ることが必要 であ り,こ の権利は普
遍的 に認め られ る基本原理 である と考えた点であ る(48'。
しか も,Golderv.UnitedKingdom以来,同 じよ うな内容 の判決が
出現 してい る。た とえば,CampbellandFellv.UnitedKingdom《49)で
は,申 立人 であ る囚人 らが視察委員会(boardofvisitors)によって受け
た懲 戒処分に関 して問題 とな った。 この懲戒処分 の審査及び決定 が非 公開
で行われ,申 立 人は弁 護士 に相談す る ことも審査において弁護士を立 てる
ことも認め られず,か つ後に弁護士 との面会 が許 された際 に も,刑 務所職
員が同席 していた。 そ こで申立 人 らは6条,8条 お よび13条違反 を申し立
て たのであ った。 ヨー ロ ッパ人権裁判所は,こ の視察委員会 の審査手続 お
よび法 的助言へ のア クセスの欠如(弁 護士に相談で きなか った こと)お よ
び弁護士 との面会方法 の点で,6条1項 違反を認めた。法的助言へのア ク
セス とい う点 に関 しては8条 違反 が,ま た実効的な救済 の欠落 とい う点 で
13条違反 が認め られ た。 同 じ く,Silverv.UnitedKingdom(so)でも,囚
人 である巾立 人が求 めた法的助言 を当局が認めなか った ことについて6条
1項違反 を認めている。
近年 では,Campbellv.UnitedKingdom(5t)において,囚 人 とその弁
護士 との問に交わ された書簡 な らびに ヨー ロッパ人権委員会か らの当該囚
人へ の書簡に対 して,刑 務所 当局が開封 した こと(前 者に関 しては当局は
内容に 目を通 した)に つ いて条約8条 違反 が判示 されてい る。 この開封な
どの措置 は刑務所規則に規定 されてお り,そ の 目的は 「無秩序 または犯罪
の防止」(条約8条2項)で あ る と考え られ るので,最後に 「民主社会にお
いて必要」(条 約8条2項)か ど うかが 問われ ることに なった。 この必要
性 の概念 は,い か なる侵害 も急迫 した社会的必要性 に相応す る ものでなけ
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ればな らず,か つ前述 の 目的 と釣 り合いの取れた ものであ ることを意 味す
る。 もちろん締約 国の評価 の余地 も考 慮 しなけれ ばな らない。 囚人 に対す
る書簡 の規制 とい う手段 自体 は決 して条 約に反す るものではない。 しか し
本件の 申立人であ る囚人 と弁 護士 との書 簡のや りと りに関 しては,依 頼人
と弁 護士 との関係 としてその有効性(依 頼人か ら有用 な情 報を手に入れ る
こと)を 維持す るために特権が与 え られて いる。 囚人 と弁護士 との コ ミュ
ニケーシ ョソは刑務所 当局には聞かれない ように され て い な け れ ば な ら
ず,私 的なあ るいは秘 密の事 柄に関 す る書 簡を読 まれては な らない。 こ う
した特権が濫用 されない よ うに,合 理的な規制手段 を設け るこ とは認め ら
れ るが,書 簡 の内容が刑務所 の治安や他者 の身の安全に関わ る場合に限定
され るべ きであ る。本 件に おいて,当 該弁 護士の高潔性や,当 該弁護士が
職務規範違反ではないか と疑 う根拠はない。 以上 よ り,本 件にお いては,
弁 護士 と依頼人 との関係 に付随す る秘密 の尊重の必要性は,単 な る特権の
濫用可能性 を上回 る。 締約 国に評価 の余地 を認め る余地 はないので,当 該
侵害(書 簡 の規制)は 民主的社会に おいて必要 では ない。 同様に,ヨ ー ロ
ッパ人権委員会か らの書簡 を開封す るこ とも,民 主的社会に おいて必要 で
は ない との判断が下 された(b2)。
Weeksv.UnitedKingdom(53)では,終 身刑を宣告 されたが10年後釈放
され た申立 人を,再 び刑 務所に召喚す る ことは,5条4項 違反 である とし
た。仮 釈放 委員会 の裁判 と司法審査 の名 目上 の可能性(司 法審査 が行われ
る場 合が限定 され ている)で は十分 な保障 とはいえない とした。
Sch6nenbergerandDurmazv.Switzerland(5`)では,弁 護士Sは,あ
る犯罪容疑 で拘 留中のD(申 立 人)の 妻の依頼に よ り,Dに 対 して黙秘 権
を知 らせ る手 紙 とSをDの 弁護士 と認め る委任状 の書式 をDに 送 付 した。
しか し当局はDに この手 紙を渡 さずSの も とへ返送 し,Dは 別の弁 護士を
選 択す るしかなか った。 ヨー ロヅパ人権 裁判所 は次 の よ うに判示 し,8条
違反 を認めた。通信の権 利(8条)に 対す る干渉 は 「無 秩 序 や 犯 罪 の 防
止」に関 して正当化 され る。本件の場 合に は,Sの 手紙は,合 法的 な手段
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であ る黙秘権 の行使 を勧 めただけ で,こ うした助言は,違 法行為黙認の危
険や通 常の訴迫行為 に対す る脅威 を もた らす ものではない。Sが 正式 に任
命 されていない ことは重要 ではない。第1次 段階 としての コ ミュニケーシ
ョン(最 初の手紙)の 意図は,Dが 自分 で選 択 した弁護士 の援助 を受 ける
恩恵を受け,そ れに よって,6条 に規定 され る権利の行使 を可能にす る こ
とであ る。
以上の よ うな事 件におけ る申立 人の救済 の実現 とい う点 で共 通 す るの
は,手 続上 の権利 を通 して であ る。 これ は次 の精神病患老 の場 合に も同様
であ る。
㈲ 精神病患者
Winterwerpv.Netherlands(55)はリーデ ィング ・ケース と言 える事件 で
ある。本件で は,申 立人は,市 長 に よって緊急手続にの っと り強制的に精
神病院に収容 された。そ して,申 立人の担当医 の報告書 に基 づ き,毎 年地
方裁判所 に よって収容命令 は更新 され続けた。 その間,申 立人は裁判所 の
聴問 を受け る こともな く,更 新 され続 けた命令 を知 ることもな く,ま た医
者 の報告書に反駁 した り弁護士に相談す る機会 も得 られなか った。裁判所
は,5条1項 違反につ いては否定 したが,全 員一致で,当 該抑留 の合法性
を審査す る訴訟手続に訴 え る権利を保障す る5条4項 違反 を判示 した。精
神的 障害 ゆえに,自 分 で行動 できない者の利益 を保護す るために,特 別の
手続的保 護が必要 である㈱)と裁判官が述べ ている点 に注 目したい。
Xv.UnitedKingdom(57)では,精 神病患者Xが 条件付 きで退院 したが,
1959年精神衛生法 に基づ き,3年 後,再 び病院 に収容 され た事件であ る。
やは り5条1項 違反 については否定 したが,再 収容手続が裁判所 の監督下
にない ことは,5条4項 違反 である と判示 した。 その他,同 種の事件で,
精神病患 者の地位 が大 いに改善 され てきてい るが,手 続的権利 の拡張に よ
って救済 が与 え られ てい ること鍋 に注 月したい。
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(3)児 童 保 護(59)
これ に関 して も同様の ことが言 える。具体的事件 を通 して,6条 お よび
8条 に よって救 済 され る論理 の仕組み を追 ってみ る。地方 自治体 の保護 下
に置 かれた子 どもに対 して親が ア クセスす る権 利を制 約す る 自治体 の決定
が問題 とな った事件では,決 定手続 と当該決定 に対す る救 済措置の欠如に
対 して,条 約6条 お よ び8条 違 反 が 判 示 され て い る。 た とえぽW.v.
UnitedKingdom(60)では,自 然 の 親子関係 は 子 が 公的児童 保護を受 け る
ことにな って も終 了しないので,親 の子 に対 す るア クセス権については8
条 の保護を受 け る。地方 自治体 が とる手続 に関 しては裁量が認め られ る。
しか し,こ の分野 は恣意的干渉 に対 して保護す る必 要 性 が 高 い 領 域 で あ
る。 よ って ヨー ロッパ人権裁判所 は手続 の公 正 さを審査 し,手 続の公正 さ
が条 約8条 が保護す る利益 を どれ だけ尊重 してい るかを審査す る ことが で
きる(61)。
こ うした決定手続 は,親 の意見 お よび利益を明確に し,地 方 自治体が そ
れ らを適切 に考 慮に入れ,そ して親が利用可能 な救済手段 を適切 な時期 に
行 使 で きる とい うことを確保す る性 質の もので なけれ ばな らない。関係 当
局 の決定手続 お よび関連 す る裁 判手続 の期間 も重要 である。家庭生活 を実
効的に尊重す るな らば,親 子 の将来の関係が,単 な る事実上 の時間の経過
に よって決定 され てはな らないか らであ る(62)。本件 の親 は,親 の利益に
とって必要 な保 護を与 え られてい る と言 えるほ ど十分 に,当 該決定手 続に
関与 してはお らず,か つ地方 自治体 は保護手続 におけ る遅延 の責任 を負 っ
てい るので,8条 違反 であ る㈹ 。
イギ リス法上,児 童保護下に ある子 への親 の アクセスは,地 方 自治体の
裁 量内 にある事柄 であ るが,保 護 命令あ るいは親権 の解消は,子 に関 して
実 親のあ らゆ る権利 お よび責任 を 消滅 させ るものではない。 こ うした消滅
は8条 が保護す る家庭生活お よび家族 の絆 とい う基 本 的 概 念 と両 立 しな
い。 よって親権 の解 消後 も,申 立 人が 自分 の子 に ア クセスす る権 を主張 し
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うる⑭ 。 親は 親権解 消について イギ リスの裁判所 において争 う道はあ る
ものの,こ うした訴訟 は よ り広範かつ よ り複雑 な問題 を提 起す る。一応,
司法審 査の 申請ない しは保護手続訴訟 の開始は,イ ギ リスの裁判所 が地方
自治体 の当該決定 を審査す ることを可能 にす るものの,そ の審 査は問題 の
本 案に及ぶ ものでは ない。 よって6条1項 違反 であ る〔65)。
Olssonv.Sweden(66)では よ り興味深い判決が下 された。当該子 ど もを
保護 下に置 くことを決定 した こと自体は条約違反で はないが,当 該決定の
実施方法 は8条 違 反 に該 当す るとした。 ヨー ロッパ人権裁判所は,事 件 の
本案に関す る知識 に基 づ く裁量的判断 を必要 とす る問題 に関 して は国内当
局を尊重す る一方 で,自 治体 が採用 した方法 を法 的に詳 細に検 討す る際に
は,よ り積 極的に介入す る ことが可能 であ ると考 えてい る㈹ 。 す なわ ち,
評価の余地 を考 慮に入れれ ば,ス ウェーデ ン当局は子 どもを保護下に置 く
ことが必要だ と合理 的に考 え られ る㈹ 。 しか し,保 護決定を実施す る際
に取 られ た当該手段 は,当 該 合法 的 日的に釣 り合わないの で正当化で きな
い とした(69)。
この点 では,前 述 した精神 医療 の分 野で も同 じであ る。 ヨー ロッパ人権
裁判所 は,5条1項 の認め る抑留に値す る深刻 な精神障害 とは何かにつ い
て 国内当局の判断を尊重 している(7e)。また,Lubertiv.Italy(71)では,ヨ
ー ロッパ 人権裁判所 は,あ る個人が精神障害者 として抑留 され るべ きか ど
うか を決定 す る際に,国 内当局 は評価 の余地 を有す る と認め られ るべ きで
ある と,Winterwerpv.Netherlandsを引用 しつつ述べてい る。
では,以 上 の よ うなアプ ローチの限界は何であ ろ うか(72)。ヨー ロッパ
人権裁判所 は,囚 人 に対 して裁判所 にア クセスす る権利 を確保す る点 では
成 功 してい る。 しか し,刑 務所 の実態 改善 にはあ ま り役立 っていない。手
続 的には積極主義 だが,実 体的 な問題 につ いては締約 国の裁量を認め る こ
とが多い。た とえば,BoyleandRicev.UnitedKingdom(?3'では囚人
の面会権 を一年 の うち12回(1回1時 間)に 制約す るス コ ッ トラン ドの刑
務所 規則に対す る 訴 え を 認 め な か った。国内法(と くに実体法)の 改正
154
は,本 来,国 内の立法府 に期待すべ きであ る と考 えているか らである(74)。
だが,ヨ ーロ ッパ人権裁 判所 は,他 の権 利に関 して,手 続的判断 とい う
よ りも,実 体 的判断 をせ ざるをえない状況に置 か れ る場 合 が あ る。 例 え
ば,同 性愛者 の権利に関 して,Dudgeonv.UnitedKingdom(75)では,21
歳以 上の男性 が同意 の下に行 う同性愛行為 を禁 止す る北 アイル ラン ドの法
律は8条 違反 である ことを判示 した。 その判断 は手続 面での判断 とい うよ
りも,当 該禁止 自体が民主的社会 において必要 か ど うかを判 断す るもので
ある。Norr輌sv.Ireland(?6)eこおいて も同様 の判 断が示 され た。
また非嫡 出子 の法的地位か ら生 じる差別的 または 不 利 益 な 取 扱 に 関 し
て,裁 判所は8条 違反 を認 めている。 た とえばMarckxv.Belgium(77)で
は,8条 は締約 国に対 して家庭生活に干渉 しない ことを義務づけ るだけで
な く,積 極的 な義務を課 して いる とす る。 よって家族関係 に関す る国内法
は,未 婚 の母 親 とそ の子が通常 の生活 を営 み うるよ うにすべ きであ り,と
くに子が家族 の中に組み込 まれ る よ うな法的保 障を用意すべ きであ るとす
る(7s)。
性転換者に関 して も,B.v.France(?9)では,男 性 か ら女性 に性転換 し
た 申立人が男性 と結婚す るために,出 生証 明書 の性別 を変更す る ことを国
内機 関が拒否す るこ とは8条 違反 であ る とした。それ以前,た とえぽRees
v.UnitedKingdomおよびCosseyv.UnitedKingdomでは,性 転換
者の出生証明書の性 別の変 更拒否について8条 違反 を否 定 し て い た だ け
に,注 目され る判 決であ る。B.v.Franceにおいて8条 違反が認 め られ
た要 因 としては,ま ず フラ ンス法上では,法 律の改正 な しに現在 の状態に
適合す る ように出生証明書 の変更 が可能であ る上に(連 合王国法下 では法
改正が必要),中 立人が も との性別に もどる物理的可能性が ない こと,次
に,性 別の変更の拒 否に よって,名 前の変更が認め られ ない こと,そ して
公的文書に元 の性別が記載 され るこ とに よって社会生活上,職 業上,申 立
人が こうむ る不 都合性 であ る㈹ 。 締約国 の 評価 の余地 につ いて 考慮 しな
ければな らないが,一 般的利益 と個 人の利益 との間に確保 され るべ き公正
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なバ ランスが確立 されてお らず,条 約8条 違反であ ると判示 した。但 し,
こ うした問題 を救済す る適切な手段の選択は,ヨ ー ロッパ人権裁判所 では
な く,締 約国 の役 目であ るとした点に同裁判所の基 本 的 姿 勢 が うか が え
る(81)。
しか しなが ら,前 述 のJohnstonv.Ireland(82)では,離 婚を禁止す るア
イラ ン ド法 自体は支持 され た。Vilvarajahv.UnitedKingdom(83)では,
政 治的庇護を求めた5人 の タ ミール人に対す るイギ リス政府の 国外移送決
定は条約違反 であ るとの主張は認め られ なか った。
また,裁 判所 の条約違反判決が必ず しも制度の改善につ なが らない こと
もあ る。た とえ ば,Abdulaziz,CabalesandBalkandaliv.UnitedKing-
dom(84)では,イ ギ リスの移民規則が イギ リス国内の移民の夫の元に妻が合
流す る ことはみ とめてい るが,そ の反 対については認めていない ことを条
約8条 な らびに14条違反 と判示 した。 これにたいして イギ リス政府は,夫
に妻 が合流す る権利 自体を撤 廃 して しま うことに よって平等 を実現す ると
い う措置 をとった。
以上,ま とめ てみ る と,少 数派 の生活に影響 を及ぼす強 力な権限を有す
る決定機関 と少数派 との間にあ って手続的な保障を通 じて救済 を提供す る
ときに,ヨ ー ロヅパ人権 裁判所 は最 良の働 きをす る。だが,決 定 を下す仕
組 自体 を断固 として維持す る政府に対 しては,必 ず しも少数派を保護で き
るわけではない。 この ことは,次 の ように もいえる。 少数派の保護に関
して,国 家の人権侵害的干渉 を除去す る場合 には,裁 判所は良好に機能す
るが,逆 に,少 数派 を保護す るために国家の積極的措置が必要 とされ る場
合に は,締 約国の裁量を尊重 し,裁 判所はその判断を差 し控え るようであ
る(85)。すなわ ち ヨーロ ッパ人権裁判所は 各締約国の 立法機関 ではないの
で,積 極的立法 を行 うような ことは現時点では不可能 であるし,ま た望ん
でもいないし,期 待 されて もいない とい うことであ る。
結論的 には,ヨ ー ロヅパ人権 裁判所の介入には国内の少数派の地位の改
善 に貢献 して いるが,そ の貢献度 は手 続的保障 とい う枠組みを介 した限定
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的 な ものであ る といわ ざるをえない。ただ し,一 定限度にせ よ地位改善 に
着実に 貢献 してい る事実は重要 であ る。 また,一 部の場 合であ るが,実 体
的権利 を認め ることにな ってい る場 合 もあ るこ とは評価 で きる。
3.市 民的 自由
ここで市民的 自由として検討す るのは,集 会 ・結社 の 自由表 現の 自由,
プライバ シーに関す る事件 で,ヨ ー ロ ッパ人権 裁判所 が政治 的 自由の保護
者 としての役割 を果たそ うとす る場 合であ る。 その中心的 日的は,政 治過
程におけ る公正(fairnessinthepoliticalsystem=fairplayforsociety)
の実現であ る。
この グルー プには,主 として8,10,11条とい う三つの条 文に関す る事
件が含 まれ る。 いずれ も各条文 の第1項 で,権 利 ・自由の保障 を規定 し,
第2項 で当該権利 ・自由が制約 され る場 合を列挙す るとい う構造 にな って
いる。文理解釈は もちろん可能であ るが,5条 や6条 に比 較す ると裁判所
が条文 を解釈す る際に有す る裁量 は相 当広 い。
ここで,8,10,11条に関す る判 決 を裁判所の アプ ローチの仕方に よっ
て,二 つに分け る ことが最初に述 べた特徴を よ り明 確 にす る こ とに な ろ
う。すなわ ち,市 民的 自由ア プローチ(cvillibertiesapproach)と拡張
的人権 アプ ローチ(broadhumanrightsapProach)であ る。 そ して前 者
の方が,裁 判所 の判例 を理解 し,か つ その積極主義 の民主的正統性 を認め
る鍵 となる手続的公正の問題に関わ って くる(86)。この ア プ ロー チの根底
にあ る考 え方 は次 の よ うな ものであ る。
民主的社会に おいて重要 な政治的 自由を確保す るため には,事 実 に関 し
て何 が話 され るか よ りも,自 由に それ を話す ことが可能 であ ることが よ り
重要 である。 こうした 自由な社会 の実現 は,本 質的 には,実 体 的保 障 よ り
も手続 的保障 に関わ って くる。す なわ ち問題 なのは新 しい思想 の内容 自体
ではな く,新 しい思想が登場す る機会 を提供す ることだか ら で あ る。 ま
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ず,政 治的変 革の伝達経路 を確保す る こと,こ れを保障す るのが10条1項
な らびに11条1項であ る。 そ して時 の新 しい思想が流入で きる ように政府
の権威主義的,現 状維持的傾向に歯止めをかけ るこ と,こ れ は8条1項 の
役割 であ ると考 える。いずれ も時の政府 自体に実現す る ことが期待 で きな
いので,裁 判所(国 内であれ ば最高裁判所,ヨ ー ロヅパ人権条約であれ ば
ヨー ロッパ人権 裁判所)が 実 現 しなければな らない。両者 は民主制 とい う
一つ の コイソの表裏をな し,自 由な社会 を常に新鮮かつ活 力ある ものに維
持す る(87)。
市 民的 自由アプ ローチの グループに属す る事 件は,以 上の ような根拠に
基 づいて司法積極 主i義的 な判決が もっとも正当化 で きる場合 である と考え
られ る。 た とえぽ,政 治的言論に関 す る リーデ ィング ・ケース で あ る
Lingensv.Austriac8s)では,政 治家 に対す るジ ャーナ リス トに よる批判 に
関 して,表 現 の自由の保障が よ り広 く認め られた注 目すべ き事 件であ る。
本件 では,申 立人が オース トリアの一大 臣に関す る批判的記事(ナ チスの
元 メソバ ーを政 治に関与 させ た ことへの批判等)を雑誌に掲載 した ことが,
名誉 殿損 で起訴 され ていた。 ヨーロヅパ人権 裁判所 は,当 該起訴は条 約10
条違反 であ ると判示 した。
政 治的討論の 自由は,条 約 の中で最 も重要 な民主的社会 の概念の中核に
位置 す る。 したが って,許 容 され る批判の程度は,私 人の場合 よ りも政 治
家の場 合には よ り広 くな る。後者 とは違 って,前 者は,ジ ャーナ リス トや
公衆 に よってすべての言動 を詳細 にチ ェックされ るよ うな状態に 自分 を置
いてい ることを知 ってお り,かつその ことは不可避的である。 したが って,
政治家 は表現 の自由に対 して相当寛容を示 さなけれ ばな らない。10条2項
は他者 の名声 の保護 をあ らゆ る個人に保障 してお り,そ れは政 治家に も及
ぶ(し か も私的領域 のみに限定 され ない)。 しか し,こ うした保護 の要請
は政 治的問題 を公開 で討論す るこ との諸利益 と比較衡量 されなけれ ばなら
ない とす る(89)。その結果,本 件では10条違反が認め られた。
さらに,Plattform"ArzteftirdasLeben"v.Austria(90)でも,裁
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判所 は集 会の 自由に関 して同様 の考 え方を明確に とった。す なわち,デ モ
は,デ モに よって促進 しよ うとす る思想や主張に反対の者を,困 惑 させ,
憤慨 させ る ものであ る。 しか し,デ モ参加者は,デ モを行 う際に,反 対 派
側か ら肉体的暴力 を受け た りす る恐怖を有す る ような ことがあ ってはな ら
ない。 こうした恐怖 は,共通 の思 想や利益 を有す る結社やその他の集団が,
コ ミュニテ ィに関す る論争的な問題について 自分 たちの意見 を表 明す る こ
とを自粛 させ てしま う。民主制において,デ モに対抗す る権 利は,デ モを
行 う権利 の行使 を禁止す るほ どに まで拡張 されてはな らない とす る(91)。
ただ し,本 件では申立 人のデモ行進(妊 娠 中絶反対)が 反 対 グル ー プ
(妊娠 中絶賛成)に よって妨げ られたが,警 察 は これ を保護 しなか った こ
とにつ いて,申 立人の主張す る11条違反 を否定 した。すなわ ち,合 法的 な
デ モ行進 が平穏 に行われ るために合理的かつ 適切 な手段を とる ことは締約
国の義務であ るものの,こ の ことを絶対的 に保障す る ことは で きず,そ の
手段 の選 択に関 しては締約国に広範 な裁量 が認め られ る。 この分野にお い
て,締 約国が負 う責任 は,と るべ き手段 に関 して で,達 成 され るべ き結果
ではな い。 ヨー ロッパ人権 裁判所 は,本 件の 当該状況にお いて警察が採用
した作戦の有利 さと実効性 につ いて評価す る必要 はない。警察当局が合理
的か つ適切 な手段 を とるのに失敗 した とは いえない。 よって11条違反 は存
在せ ず,13条は本 件では適用 されない との判断 が下 った(92)。
Ezelinv.France(93)では,合 法 的政治 デモに参加 した弁護士を懲戒処
分 に した ことは,11条違反 である と判示 した。す なわ ち,当 該集会の 自由
の制約が 「民主的社会において必要」 と言 えるた め に は,無 秩序の防止
(11条1項参照)と い う目的自体 は正当であるが,当 該制約 とこの 目的 と
が釣 り合 っていなければな らない とした(94)。
市 民の権利に対す る政府 の様 々な規制に対 しては,裁 判所は8条 の絶妙
な解 釈 を通 して,手 続的な側面において権利 の救済を図 るこ とが多い。た
とえぽ,Leanderv.Sweden(95)では,国 家 が雇用人に対 して治安 維持 の
ために行 う人物調査に関 して,締 約 国の裁量 を尊重 し,8条 違反 を認め な
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か った。 だが,無 条件 で認めたのではな く,締 約国が治安維持 目的で行 う
雇用人 への人物調査 を正 当化 し うる場合 を,8条 の枠組み に したが って,
限定 できた とい う点 で評価 で きる。
電話盗聴 に関 して も,裁 判所は判例法 の中で,電 話盗聴 自体 を禁止 しな
か った ものの,電 話盗聴 を行 うに際 して,従 わなけれ ばならない条 件を確
立 してい る。すなわち電 話盗聴 自体 の違法性 につ いて議論す る とい うアプ
ローチではな く,8条2項 にい う制 約に該当す る として も,合 法的な 目的
に よって当該 制約が正当化 で きるか どうかを議論 し,そ の際に,様 々な要
素 を考 慮す るとい うアプ ローチであ る。 よって結論 としては個 々の電 話盗
聴に よって異な ることにな る。Klassv.Germanyでは8条 違反 は否定 さ
れたが,Malonev.UnitedKingdom,Huvigv.France,Kruslinv.
Franceと続いて8条 違反 が肯定 され てい る。 他方,最 近 の事件Lifdiv.
Switzerlandでは,8条 違反 は認め られ なか った`96'。
個人情報へ のア クセス とい う問題 に関 して も,条 約8条 は活用 されてい
る。Gaskinv.UnitedKingdom(9ηにおいて問題 とな ったのは,8条 が保
障す るのは,国 家が個人に対 して恣意的干渉 を行 わない(消 極的義務)こ
とだけ でな く,そ れに加 えて家族生活 の尊重 に内在す る積極的義務 もか ど
うか とい う点 である。 ヨー ロッパ人権裁判所は,本 件において こ うした積
極的義務が存在す るか ど うか を決定す るに際 して,共 同社会の一般的利益
と個人 の利益 との問 に公正 なバ ランスが図 るこ とを考 慮 しなけれ ばな らな
い とす る。 この点に おいて は8条2項 の制約事項 は関連性を有 す るが,消
極的義務 を中心 とす る もの である。 そ こで裁判所 は以下の よ うに考 えてい
る。公的記録 の秘密性は,客 観的かつ信頼 し うる情報 を受領す るために重
要 であ る。 こ うした秘密性 は,第 三者保護 のために必要 であ る。そ こで記
録 へのア クセスを情報提供者 の同意にかか らしめ る制度 は,原 則的に,締
約国の評価 の余地 を考慮に 入れ る と,8条 に基 づ く義 務 と両立 し うる。 し
か し,正 当化 の要件 として要 請され る比例 原理 に合致す る場 合は,情 報提
供者が解 答 しなか った り同意を保留 した場 合に,ア クセスを許可すべ きか
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ど うか を決定す る独 立 した機関が存在す る場 合だけであ る。本 件の場 合に
は,申 立 人が未成年 時に受けた児童保護に関す る自己の記録に アクセスす
る ことに関 して,情 報提供者の同意を拒否 され た申立人には,こ うした手
続が用意 され ていない。 よ って8条 違反 であ るとされた(98)。
だが,手 放 しで全 ての判決 が評価 で きるわけ ではな く,条 約 が十分生か
され て いない判決 も見 出せ る。例 えば,ヨ ー ロッパ人権 裁判所 は,必 しも
一貫 して表現 の 自由の保 護者なわ けではない。
た とえば,サ ンデ ー タイムズ(SundayTimes),ガーデ ィァ ン(Guar-
dian),オブザ ーバ ー(Observer)ら,イギ リスの三 国内紙が関わ った ス
パ イキ ャッチ ャー事件(99)において,ア メ リカ合衆国で 『スパ イキ ャッチ
ャー』 が出版 され る以前の期間に おいては イギ リス国内裁判所 の差止命令
を肯定 した ことであ る。 もしも合衆 国憲法修正第1条 が存在 しなければ,
ア メ リカの裁判所に おいて同書 の差止が実現す る結果,ア メ リカにおいて
も同書は 出版 され る ことな く,ヨ ー ロ ヅパ人権裁判所 の条 約違反判決を出
す余地 がなか った こ とに なる。
Engelv.Netherlands(100)では,オ ランダ軍隊の徴集兵 が雑誌に掲 載 し
た記事が,軍 の規 律を乱す とい う理 由で処罰 された こ とについて,裁 判所
は10条違反 を認め なか った。処罰 は無秩序 を防止す るために必要 であ り,
ここで い う無秩序 は,た とえば ここでい うオ ランダ軍隊の よ うな特定の社
会団体内 部の ことに限定 され て もよい として,当 該懲戒処分 が10条2項の
制約 目的に該 当す る とした上で,当 該制約が民 主的社会において必要か ど
うかに関 しては,国 内裁判 所は申立人が軍 の規 律を乱そ うとしていた と考
える十分 な根拠 があ り,刑 罰を課 す ことは無秩序の防1臼ことって必要であ
ると判示 したα吻。
Glasenappv.Germany(ioi)でも,裁 判所 の多数意見 は,条 約10条自体
が直接関 わ って くる事 件 と見 るよ りも,公 務員 の職業に就 く権 利が 申立人
に よって主 張 され てい るとみな し,公 務就任権 は条約に規定 されていな い
ので 申立 人の主張 は認め られない と判断 した。
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さ らに注意 したいのは,委 員会 の段階 です でに多 くの事件が,申 立受理
を拒否 され るこ とに よって,裁 判所 への道 を閉 ざされ ている ことである。
条約10条の保護 を薄めていな いか検 討す る必要 がある(104)。さらに ヨー ロ
ッパ人権裁判所にお いて申立人側が敗訴 する場 合には,締 約国政府に よる
自由を制約す る行為を正当化す る効果 を もつ ことに も注意 しなけれ ばな ら
ない。
他方,broadhumanrightsapproachに属す る事件の場合に は,例えば,
表現の 自由の保障が,表 現の内容(政 治的 かそれ以外か)と は無関係に,
ただ権利 として適用 され る。 しか もた とえば企業 の よ うな,自 然人以外 の
法 人に も及ぼ され るので,人 権(humanrights)とい うこととの関連性
が薄 まる。
た とえば ヨー ロヅパ人権 裁判所 の最近 の判決 では,営 利的言論 を重視 し
ている ように見 える。 これ は必ず しも裁判官 が こ うした傾 向を積極的に助
長 しているわけ ではない。 む しろ企業が ス トラスブールへ 申立 て る財政 的
余裕 があるか らであ り,さ らには企業戦略 の一貫 として訴訟 を考 える場 合
さえあ る。 しか も,条 約10条は,こ の ような場合 であ って も正当化 できる
広範性 を備えてい る。
GropperaRadioA、G.v.Switzerland(105)では,ス イス法に よる放送
禁止についてス イス政府の主張 を認め,条 約10条違反 とは しなか った(16
対3)。す なわ ち,軽 音楽や コマーシ ャルを含んだ コ ミュニケー シ ョンは,
10条の保護領域 にあるが,10条2項 に基 づ く 「他者 の権利 の保護」か ら制
約の必要 がある とした。 そ して当該禁止が 「民主的社会 において必要か」
とい う要件に関 しては,条 約に基 づ き国家に委ね られ てい る評価 の余地を
強調す ることに よって肯定 した(106'。当該禁 止手続が,当 該 番組 の内容や
傾向に対す る検閲 の形式 を とっていない ことは重要 である。 しか し,番 組
の内容に よって区別す る必要 なしに10条1項が適用 され てい るのは明白で
あ る。 すなわ ち民 主制 の維持 に関連す る手続的公正の維 持 とい う観点は存
在 しない(加)。
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これ と対照的 な結論 は,AutronicA.G.v.Switzerland(108)であ る。本
件では,申 立人は,ソ ビエ トの衛星通信か らテ レビ電 波を受信す る許可を
申請 したが,ス イス当局は,放 送 国の同意な しに許可で きない とした。 申
立 人の放送 目的は,電 波の受信可能性 を示す ことに よって申立人の会社の
設備 の有能 さを示 し,売 上を伸ぽす ことであ った。 ヨー ロヅパ人権裁判所
は16対2で10条違反 を認め た。本件では,申 立人が 自然人か法人かを問題
にせず,ま たその活動は表現 の自由の本 質 とい うよ りは,営 利的 な もので
ある ことについて も区別 しなか った(109)。ヨー ロッパ人権 裁判所 は,本 件
におけ る表 現の 自由に対す る制約は,評 価の余地を考 慮 して も,民 主的社
会 において必要 ではなか った。10条で保障 され る権 利の重要性か ら,10条
に関す る事 件におけ るヨー ロッパ人権裁判所に よる監督は厳格でなけれぽ
な らない。制約 の必要性 は,10条に関す る判例法に よって要 請 されてい る
ほ ど十 分に証 明 され ていない と判示 した(110)。
以上の ような事 件お よび他 国の判例法か ら心配 され るの は,表 現の 自由
の規定が予想 して もいなか った よ うな 場 合に 利用 され る ことであ るCltl)。
た とえば,想 起 され る例 として,ア メ リカ合衆 国では,1975年に最高裁判
所 は選挙運動資金規制法の規定 が修正第1条 違反 であ ると判示 した。 カナ
ダでは,裁 判所に おいて私企業が 目曜営業 を制 約す る法 律の廃止に宗教 の
自由の規定 を利用 した り,ま た煙草の広告禁 止が煙草会 社の表現の 自由を
理 由 として廃止され た りとい う例があ る。 こ うした例 は当然 ヨー ロッパ人
権条約 において も考 え られ,し か も,も しも ヨー ロヅパ共 同体が同条約を
受容す るこ とにで もなれ ば,177条を通 して よ りその傾 向が促進 され るこ
とにな る。
以上,手 続的公正 ない しはデ ュー ・プロセスを,条 約 お よび判例法 を統
合す る中核 の概念 に据 える ことが で きる とすれば,と い う観点か らヨー ロ
ヅパ人権 裁判所判決について検討 して きた。 中で も,と くに注 目して きた
のは,手 続 的権利が果た し得 る権 利保護 の広範 な範 囲(結 果 的に,実 体的
権利 の実 現につ なが る場 合 も含めて)と,実 体的権利に関 して手続 的公 正
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の実現に限定す ることの意義 と問題点 であ る。 その 目的は,人 権 内容が拡
張的に解釈 され る ことを阻止 し,そ れ に よって ヨー ロッパ人権条約機構が
機能す る場面 を限定す る と同時に,司 法積極主義へ の批判 を回避 しつつ,
ヨーロッパ人権条約機構への信頼性 を確保す ることにあ る。
しか し,逆 に こうした枠組が,ヨ ー ロッパ人権条約 の発展性 を損 な うこ
とにな らないかは同時に検 討 していか なけれ ばな らない問題 であ る。現実
に生 じる人権 問題 は,手 続 的公正 の実現 とい うことだけを基本原理 として
整理す るこ とが可能 であろ うか。 また整理 しきれない ものを,ヨ ー ロッパ
人権条約機構 で扱 える人権 問題 の範 囲外 に排斥 して しま うことが妥当であ
ろ うか。 その点に関 しては,今 後の検討課題 としたい。 ヨー ロヅパ人権 裁
判所 の判断領域 は,固 定的 ではな く,ヨ ー ロッパ地域におけ る人権観念の
発展に よって拡張す るは ず で あ る(場 合に よっては縮小す る可能性 もあ
る)。 これ まで見 て きた よ うに,手 続的公正 とい う概念は,裁 判所が有効
に機能 し うる領域 の縮小 を防 ぎ,か つ 少 しで も拡張可能な領域 に お い て
は,そ の柔 軟な機能 を通 して権利 の救済の実 現を もた らし うる概 念である
が,同 時にその限界 も存在す る ことは事実 であ る。
司法審 査の有効性 を判断す るのは,人 権のために どれだけ役立 ったかに
よって判断 され よう。 ヨー ロッパ人権裁判所 に関 していえば,現 在 の とこ
ろ,プ ラスの利益のほ うがマ イナスの損失 よ りも上 回 っていると考 え られ
ている。 だが,そ れが単 なる量的比 較一 幾つ条約違 反 判 決 が 出 た か一 か
ら,質 的比 較一判決が何 らか の理論的枠組に依拠 して下 され,そ の理論に
基 づいて個 々の判決 の批判 ・評価が可能 な こと一 まで も含めた比 較にし う
ることが,今 回の検 討課題 であ った。現在の裁判所に対す る評価 を持続す
るために も,今 後,本 稿 では問題点の指摘に とどまった点 も含め,判 例理









93(1993).よって,ア メ リカ合 衆国 最 高 裁判 所 な ど国 内 の最 高裁 判 所 の 判例
理 論 が 大 い に参 考 に な る。 ただ し,法 的 に は ヨー ロ ッパ 人権 裁 判 所 が 国 内裁
判所 の 上位 裁 判 所 に 位置 す る と まで は 言 えな い。 ヨー ロ ヅパ 人権 裁 判 所 は,
国 内裁 判所 の代 わ りに国 内裁 判所 の 判断 や 国 内法 の 是 非 を 判断 す るの で は
な く,条 約 に基 づ き国 内 機関 の 決定 を判 断 す るだ けで あ る。 その 際,国 内機
関 の評 価 の余 地 と ヨー ロ ッパ人 権 条 約機 構 の監 督 とが 共 同的 に進 行 す る と考
え て い る。SundayTimesv.UnitedKingdom(1979)2E.H.R.R.para.
59andHandysidev.UnitedKingdom(1976)1E.H.R,R.737,para.
49-50.
(3)江 島 「ヨー ロ ヅパ人 権 裁 判 所 に お け る 「評価 の余 地 」 理 論 の新 た な発展 」
明 治大学 大 学 院 紀 要第29集1992年に お い て,各 条 文 の 特 徴 との関 係 は示唆 し
て お いた。
(4)同 上,72頁 。
(5)C.A.Gearty,supranote2.の見解 か ら非常 に示 唆 を 受 けた 。 本稿 は,
前稿 で 課題 と した 点 を 検 討 す る もの で あ る。 江 島 「イ ギ リスの裁 判 所 に お け
る ヨーPッ パ人権 条約 と コモ ン ・ロー との 関 係」 明 治大 学短 期 大 学 紀 要54号





(7)5条1項 の例 外 規 定 に よ って身 体 の 自由 の権 利 を保 障 す る効果 が 削 減 され
て い る例 と して,DeWilde,OomsandVersypv.Belgium(1971)1E,
H.R.R.373.浮浪者 を21ヵ月(最 長)抑 留 した こ とは5条1項 違 反 には な
らな い と判 示 され た。 「浮 浪 者」 の 定義 につ い て は ベル ギ ー刑 法上 の浮 浪 者







(9)Broganv.UnitedKingdom(1988)11E.H.R.R,117.こ の 判 決 に 対
し て 連 合 王 国 側 は 適 用 除 外 措 置 を と っ た 。 こ の 点 も問 題 で あ る 。





























281.裁 判 所 は 匿 名 の 証 人 を 許 さ な い と 判 示 し た 。
(19)Luedicke,BelkacemandKocv.Germany(1978)2E.H.R.R.149.

































(1989)12E,H.R.R.56.6条1項 に 関 す る 判 決 は,ス ウ ェ ー デ ン の 法 律
に 重 大 な 影 響 を 与 え て い る 。
(40)MatsJacobssonv,Sweden(1990)13E.H.R.R.79,
(41)Sktirbyv.Sweden(1990)13E.H.R.R.90.
(42)か え っ て,公 正 な 手 続 の 貫 徹 が,企 業 に と っ て デ ュ ー ・ プ ロ セ ス が 改 革 立 法
に 対 し て 援 用 し う る 武 器 と な る 危 険 性 を 高 く す る と さ れ る 。Gearty,Supra
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note2,at108.ヨー ロ ッパ人 権 裁 判所 は,6条1項 が網 羅 す るす ぺ ての 事
件 を 「独立 か つ 公 平 な 裁判 所 」 に よ って 「決定 」す る とい う6条1項 の要 件
を ゆ るめ る こ とに よ って,条 約違 反 を 認め る ことが(そ の反 対 も)で きる。
Ettlv.Austria(1987)10E.H.R.R.255,0berme輌erv.Austria(1990)
13E,H.R.R.290,Sk5τbyv.Sweden(1990)13E.H.R.R.90,James
v.UnitedKingdom(1986)8E,H.R.R.123.問題 に 応 じた 微妙 な取 扱
を 可 能 にす る部 分 で あ る。
(43)Gearty,supranote2,at108.なお,労 働 組 合 や,財 産所 有 者 につ いて
も この マ イ ノ リテ ィとい うカ テ ゴ リーの中 でGeatyは 議論 して い るが,マ
イ ノ リテ ィの定 義 の下 で 扱 うこ とは少 し検 討 の 余地 が あ る。Id.114.ただ
し,ヨ ー ロ ッパ 人権 裁 判所 に 現 れ る代表 的 な グル ー プの一 つ と して把 握す る
必要 は あ る。
(44)い わ ゆ るマ イ ノ リテ ィの定 義 には 入 りに くい もの まで 含め て考 え るので,
こ こで は 少数 派 と称 して お く。 す な わ ち,同 種 の人 権 侵害 状 況に あ る人 々,
あ るい は 同種 の人 権 侵 害 を受 けや す い 人 々 として考 え,そ れ らに 共 通す る特
徴 を抽 出す るた め に グル ー ピン グの 作業 を 行 うとい うこ とで あ る。
(45)5条 お よび6条 自体 が,た と えば刑 事 被 告人,未 成 年者,精 神 病 患者,不
正 規 入 国者 な どを 予定 す る規 定 を 有 して い るの で あ るの で,当 然 と言 えば 当




















































(72)な お,本 稿 で は 扱 え な い が,注 意 す べ き 問 題 は,ヨ ー ロ ッ パ 人 権 委 員 会 レ
ベ ル で,多 く の 事 件 が 選 別 さ れ て い る こ と で あ る 。 監 獄 の 改 善 の た め に 条 約
に 依 拠 す る 申 立 は 多 数 あ る が,そ の 多 くが 「明 白 に 根 拠 不 十 分 」(条 約27条2









(76)Norrisv.Ire;and(1988)13E.H.R.R.186,para.46-47.本 件 の よ う
に,法 律 違 反 を 犯 し て 刑 事 責 任 に 問 わ れ た り し て い る わ け で は な い が,法 律
の 存 在 自 体 が 申 立 人 の 権 利 を 侵 害 す る と い う 申 立 に つ い て も,25条1項 の 意
味 す る 「権 利 を 侵 害 さ れ た 者 」 と し て 認 め た 。 具 体 的 事 件 性 を 必 要 と し て い



















ofHumanRights,23May1991で も,同 じ オ ー ス ト リ ア 法 に 基 づ く起 訴






(94)な お,人 種 差 別 的 言 論 を も10,11条 は 保 障 す る の か と い う 問 題 が あ る 。17







Switzerlandでは,犯 罪 捜 査 の 必 要 性 と 申 立 人 の 犯 罪 行 為 の 認 識 を 理 由 と






153.事 件 の 詳 細 に つ い て は,江 島 「国 際 人 権 条 約 と 国 内 裁 判 所 の 関 係 に 関
す る 一 考 察 一 イ ギ リ ス 司 法 裁 判 所 と ヨ ー ロ ッ パ 人 権 裁 判 所 に お け るThe
SpycatcherCasesの 検 討 を 中 心 と し て 一 」 明 治 大 学 短 期 大 学 紀 要 第52号,
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